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情報システム化と垂直統合:繊維産業のケース＊

川俣雅弘

はじめに

経済環境の`情報システム化によりほとんどすべての産業が何らかの形

で影響を受けており，それらの産業の構造が情報システム化によってど

のように変化するかは重要な問題である｡たとえば繊維産業においては，

繊維製品の需要が変動しやすくしかもその変動がきわめて不確実である

ため,とくに情報システム化による産業構造の顕著な変化が予想きれる。

また繊維産業における繊維製品の生産・供給システムは，製品の生産工

程が非常に長いため需要の変動に迅速かつ正確に対応することができ

ず，生産費用も不安定で不確実になる。そのため，繊維産業においては，

それぞれの生産段階における業者が大量の在庫を保有することにより需

要および費用の不確実な変動に対応し，各生産段階において需要および

費用の不確実'性に対するリスクを分担するという非常に無駄の多い生産

活動を行ってきた。一般に，繊維産業は川中のアパレル（縫製）を中心

として川上のテキスタイル（織物）と川下の小売り店（流通）から構成

きれると考えられるが，このような状況においては，それぞれの業者が

独自の意思決定を行うためにそれぞれの業者が独占の連鎖によって結び

つけられたり，需要,情報や費用情報の非対称`性のためにモラル・ハザー

ドが生じたりしやすい（Tirole,1988,Ｃｈａｐ４)。こうした要因が繊維産

業の構造を非効率的にしていると考えられる。

産業の情報システム化の意義は，こうした需要や費用の変動をより迅

5１ 



速かつ正確に把握すると同時に生産工程を短縮化することにより，需要

や費用の変動に対してより正確かつ迅速に対応する生産・供給システム

を構築し，小売り店，アパレル，テキスタイルのそれぞれの業者が不確

実性のために生じていた無駄の多い生産活動を改善することにある。と

ころが，’情報システム化によりそれぞれの業者の生産・供給システムが

効率化されると，それぞれの業者が独自に意思決定するよりも産業全体

が需要情報や費用情報を共有することにより統一的な意思決定を行う方

が個別の業者にとっても有利になる。実際，繊維産業においては，情報

システム化が進むにしたがって人材不足に起因するざまざまな困難に遭

遇しながらも，川中のアパレルを中心として川上のテキス'タイルや川下

の小売り店の垂直統合力職みられている。

われわれは，,情報システム化によって生産・供給システムが効率化き

れるすべての産業において垂直統合を行う誘因が存在することを繊維産

業の例による簡単なモデルに基づいて分析する。

１繊維産業における垂直統合の誘因

繊維産業においては，繊維製品の需要および費用の〆変動についての不

確実`性を解消するために情報システム化に取り組み，繊維製品の需要や

費用の変動を正確に予測するとともに，需要や費用の変動に迅速に対応

するような供給システムを構築することにより，より効率的な生産活動

を目指している。こうした産業の情報システム化は生産工程の短縮化を

伴うため，繊維産業のそれぞれの業者にとっては生産計画の意思決定機

能を統合することが有利であると考えられ，実際に垂直統合が試みられ

ている。ここでは，こうした繊維産業における垂直統合の背景である'情

報システムの進展を具体的に把握し，それをモデルの構築に反映させる

ことにする。
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１－１繊維産業の特徴

繊維産業における不確実`性はおもに繊維製品の需要と費用の変動に起

因するが，繊維製品の需要や費用の変動は本質的に不確実であり，コス

トをかけて,情報収集したとしても完全に確実な需要や費用の変動につい

ての`情報を獲得できるわけではない。実際，繊維製品の需要は季節の変

動から決定的な影響を受け，ファッション性が強いため，繊維製品の需

要の変動は不確実にならざるをえない。ざらに，繊維製品の需要は多品

種・少量・短サイクル化している。それに伴い，アパレル業界において

は仕入れ先の納期遅延，物流加工の負担増大，物と情報のタイミングの

不一致による生産計画の破綻など企業間の物と情報の受渡しにおける問

題点が多く指摘されている。また，テキスタイル業界においては生産'性

の低下，仕掛りなどの準備時間のロス，仕入れ先からの糸の納期遅延，

生産管理の困難増加などが問題であることが指摘きれている。こうした

メーカー側の事,情が費用の変動とその不確実性を生み出している。

そこで，繊維製品を供給する企業は，製品の需要および費用が確定し

てからその製品を生産・供給して需要に対応するか，あるいは製品の需

要が確定する以前にそれを予測してその製品を生産・供給して需要に対

応しなければならない。ところが，生産工程は需要のサイクルより長い

期間がかかるという生産プロセスの性質から，いずれの方法によっても

確定した製品需要と生産費用に効率的に対応することは不可能である。

そこで，繊維産業は１年以上も前から製品の流行を予測し，消費者の多

様な嗜好に対応して多品種の品揃えをしている。こうした繊維製品の生

産はさまざまなリスクを伴う。そこで，これらのリスクを回避するため

に，おもに２通りの方法が採用きれている。

その方法の１つはそれぞれの生産段階がリスクを分担する方法であ

る。実際，繊維産業は素材・テキスタイル，縫製，小売りのそれぞれの

生産段階において中間在庫を確保することによりリスクに対応してい

る。アメリカにおける繊維製品の典型的定番品の生産・流通の例では，
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それぞれ素材・テキスタイルに23週，縫製に24週ク小売りに19週の合計

で66の日数を要しているが，実際の生産工程として必要な日数は11週で

あり，結果として55週は中間在庫の形で保有きれていることになること

が知られている。

もう１つの方法は，価格づけによるもので，衣服はしばしば売れ残っ

た製品をバーゲンによって`恒常的に安売りすることにより売りつくそう

とするが，製品価格はこのときバーゲン価格でさえも利益を確保できる

ような水準に設定されているのである。このことは，流行の最先端の時

点で高い価格を支払って製品を購入する消費者から在庫保有によるリス

ク回避のコストを徴収することを意味している。このような価格づけは

非効率であるようにも思われるが，実際にはピーク・ロード・プライシ

ングと同じように，ある意味で効率的な価格づけである。

１－２繊維産業の情報システム化

こうした繊維製品の需要と費用の変動の不確実性に対して，情報シス

テム化は不確実な需要と費用の変動に対してより正確な`情報を得るとい

う情報収集の側面ばかりではなく，需要`情報や費用情報が確定した段階

で迅速かつ正確に生産計画を実行するような供給システムを構築すると

いう生産体制の効率化という側面も重要である。

実際，繊維産業の情報システム化は業界によって差異があるが，つぎ

のような成果をあげている。川下の小売り店・流通においては，繊維製

品の需要変動に関する確実な`情報を獲得するために既存の情報収集シス

テムが強化きれ，ＰＯＳ情報などの新しいメディアが活用きれている。

川中のアパレル・縫製においては，CAD，ＣＡＭなどの導入により縫製

仕様のデータ・ベース化，多品種変量生産の効率化が実現きれ，マーケ

ティングと生産・在庫・供給を連動きせる`情報ネットワークの統合など

による情報システム化が進んでいる。テキスタイルとアパレルのリンケ

ージ機能を担うコンバーターにおいては，買掛・仕入・販売・在庫・顧
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客などの業務管理システムがほぼ実現きれている。川上のテキスタイル

においては，,情報化機器はあまり利用きれていないが，将来コンピュー

ター・オンラインの対応を迫られると考えている。また，川上・川中・

川下の業界間で`情報ネットワーク化はあまり実現していないが，今後の

課題として認識され，進展しつつある')。

このように，繊維産業の`情報システム化は需要や費用の情報を収集す

ることより生産・供給体制を整備することを意味している。しかし，生

産・供給体制を整備することにより，従来需要や費用についての不確実

な`情報に基づいて実行せざるをえなかった生産計画を正確な情報に基づ

いて実行できるようになる。この意味において，繊維産業の情報システ

ム化を需要と費用に関する正確な情報を獲得することであると解釈する

ことができる。

ざまざまな産業が情報システム化の進展によって遭遇する問題は，情

報機器の普及に対してそれらを効率的に操作する人材が不足しているこ

とである｡人材育成のための教育投資はざまざまな課題を抱えているが，

情報システム化の成否はそうした人材育成の課題を克服できるか否かに

かかっているといえよう。

１－３垂直統合と市場の失敗

不確実な需要の変動によるリスクをそれぞれの生産段階が在庫を保有

することによって分担するという繊維産業のリスク回避型の供給体制

は，繊維産業が情報システム化きれる以前の経済環境に対しては相対的

に効率的な体制であったかもしれないが，,情報システム化の進展により

リスク分担が必要なくなれば，それを目的とする長い流通経路はむしろ

不必要となる。そこで繊維産業の情報システム化により繊維産業におけ

る生産計画の意思決定の統合すなわち垂直統合が112､要になってくる2)。

実際，繊維産業は垂直統合の方向へ進んでおり，，情報システム化による

経済環境の変化が垂直統合の誘因となっている。
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周知のように，完全競争市場のように分権化きれたシステムが有効に

機能する経済環境においては垂直統合の誘因はなく，垂直統合が生じる

のは不完全'性をもつ経済環境においてであり，不完全競争,不完全`情報，

不均衡，割当などの要因がある（Tirole,1988,Ｃｈａｐ４；Perry,1991)。

垂直統合の可能,性はＲＨコース（Coase,1937）によって指摘きれ，

その後０．Ｅ・ウイリアムソン（Williamsoni1971)，ＫＪ、アロー（Arrow，

1975)，Ｊ､Ｒグリーン（Green,1974）などにより垂直統合の理論が展開

きれた。かれらによれば，垂直統合は，情報の非対称性から生じていた

さまざまな問題を解消するために生産者により効率的な生産をもたらす

という誘因から実行きれる3)。

２モデル

繊維産業は，一般に，川上の素材・テキスタイル（織物）分野，川中

のアパレル（縫製）分野，川下の小売り（流通）分野から構成され，ア

パレルが情報システム化を通して生産・流通の各業者を再編成しようと

している。ここでは，アパレルの卸業としての特徴をとりあげ，製品を

生産する川上のメーカーと製品を販売する川下の小売り店を主導すると

考えることにする。

２－１産業経済

すでに指摘したように，繊維産業における`情報システム化は需要と費

用の変動に迅速かつ正確に対応する生産・供給体制を整備することであ

り，このことは需要`情報および費用`情報をできるだけ正確に予測できる

時点で，できるだけ正確な生産計画をたてることを意味している。そこ

で，モデルにおいては，情報化されていないときには需要および費用の

変動に対して迅速に対応できないため繊維製品の不確実な需要および費

用の変動に対して生産計画をたてなければならないが，情報システム化

5６ 



情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

により確実な需要および費用の変動に対して迅速に対応できるようなケ

ースを考える。

繊維製品の需要は，小売り価格Ｐｒと製品の在庫量ｙの関係を表す逆

需要関数

(1)Ｐ『＝α＋ご－βｙ

によって表現きれる。ただしαおよびβは正の定数であり，ｇは需要の

変動を表すパラメーターである。ｇの値は平均ﾉu，分散◎２の確立分布

であるとする。

繊維製品の費用は，製品の産出量と費用の関係を表す費用関数

(2)ｃ(z)＝(γz＋６＋：)ｚ 

によって表現きれる。ただしγおよび６は正の定数であり，ｒは費用の

変動を表すパラメーターである。どの値は平均ソ，分散で２の確立分布

であるとする。

２－２産業経済のシュタッケルベルグ均衡

アパレルを先導者，小売り店およびメーカーを追随者とする価格調整

に基づくシュタッケルベルグ均衡を考える4)。

小売り店は，アパレルから指定きれた卸売り価格ｐａおよび逆需要関

数を所与として，利潤

(3)汀『＝(pr-pa)ｙ＝（α＋ｅ－βｙ－Ｐａ)ｙ

を最大にするように在庫量ｙを決定する。その結果，小売り店の反応

関数ｙ＝ｙ(Pa)が得られる。メーカーは，アパレルから指名きれたメー

カー価格ｐｍおよび費用関数を所与として，利潤

(4)汀、＝PmZ-C(Z)＝(Pm-γＺ－６－ｐＺ

を最大にするように産出量ｚを決定する。その結果，メーカーの反応関

数Ｚ＝Z(P､)が得られる。

アパレルは，小売り店およびメーカーの反応関数ｙ＝ｙ(Pa)およびｚ

＝Z(pm)に基づいて，在庫調整ルール5）
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ｙ＝ｚ 

を満たし，禾Ⅱ潤

(5)汀a＝Pay-PmZ

を最大にするように卸売り価格Ｐaおよびメーカー価格ｐｍを決定する。

産業の利潤はⅡ＝元、＋汀a＋汀ｒである。

産業構造と不確実,性に関する`情報の伝達は図１によって表きれる。

図１産業構造

pａ pｍ 

アパレル

ーーーブ！「-－｢---~~~￣~￣~~~~￣~~￣￣ 

ｌ 

ｌｌｒの情報

一一一一一一一一一一一一可

Ｅの|青報

〆

：； 
メーカー

；Ｅ 

小売り店
－－－－－'５，－－－－－－‐ 

ｙ（Pa）＝Ｚ（P､） 

pr＝α－βｙ＋Ｅ c＝（γz＋６＋：)Ｚ 

需要変動ｅに関する情報は小売り店あるいはアパレルが入手し，アパ

レルの合理的な選択行動の結果，メーカー価格ｐｍの指定によってメー

カーに伝達される。費用変動酉に関する`情報はメーカーあるいはアパレ

ルが入手し，アパレルの合理的な選択行動の結果，卸売り価格の指定に

よって小売り店に伝達される。

２－３情報構造

産業経済には，需要および費用に関して不確実性が存在し，それらは

それぞれ逆需要関数ｐ｢＝α十ｓ－βｙおよび費用関数ｃ＝（γｚ＋８＋

：)ｚの変動パラメーターｅ，：によって表現きれている。産業が情報

システム化されているか否かはそれぞれの変動パラメーターｅおよび§

をどのように把握しているかによって表きれるが，分析を単純化するた

めに，情報システム化の状況はつぎの２つのケース
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情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

［１］,情報化きれているケース：Ｅ，どの実現値を知っている

および

［ｏ］情報化きれていないケース：Ｇ，どの現実値を知らない

の相違によって表きれるとする。

産業経済の`情報システム化の結果，逆需要関数についての`情報はおも

に小売り店あるいはアパレルが入手し，メーカーは需要情報を直接知る

ことができないと考えられる。また，費用関数についての`情報はおもに

メーカーあるいはアパレルが入手し，小売り店は直接知ることができな

いと考えられる。そこで，ｅとどのそれぞれについて，情報構造を

ワー[小売り店の情報，アパレルの情報，メーカーの情報］

によって表現すると，可能な情報構造は2×2×2＝8通りあるが，産業構

造から実際に意味のある情報構造は，すべての業者が無知であるケース

Ｉ，小売り店（メーカー）のみが需要(費用）の情報を知っているケース

、アパレルのみが需要あるいは費用の情報を知っているケースⅢ，す

べての業者がすべての,情報を知っているケースⅣの４つのタイプである。

表１情報構造

ケースＩ：ワケースⅡ：ワケースⅢ：ワケースⅣ：７

実際，その他のケースはこれらのいずれかに還元される6)。

こうして，情報構造は小売り店・アパレル・メーカーの需要・費用情

報によって表苔れつぎの４つのケースすなわち，

ケースＩ：小売り店もアパレルもメーカーもＥとどの実現値を知らな

い

ケースⅡ：４，売り店のみがｓの実現値を，メーカーのみがどの実現値

を知っている

ケースⅢ：アパレルのみがＥおよびどの実現値を知っている

ケースⅣ：小売り店もアパレルもメーカーもＥと§の実現値を知って
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いる

について考察する。

それぞれの情報構造はメーカー・アパレル・小売り店にとってコモン

・ノレッジになっているとする。たとえば，ケースⅢにおいては，アパ

レルがＥと§の実現値を知っていることを小売り店もメーカーも知って

おり，小売り店とメーカーがＥとどの実現値を知らないことをアパレル

も知っている。

さらに，分析を容易にするために小売り店もアパレルもメーカーも危

険中立的であるとする7)。したがって，小売り店，アパレルおよびメー

カーは期待利潤を最大にするように行動する。

３，情報システム化と垂直統合の誘因

繊維産業の情報システム化により産業が垂直統合きれる誘因が働くこ

とをモデルに基づいて分析する8)。そのために，まずそれぞれの,情報構

造に対する各業者の利潤を求め，つぎに情報化きれているケースの各業

者の利潤と,情報化きれていないケースの各業者の利潤を比較し，すべて

の業者の利潤が情報システム化きれているケースにおいてより大きくな

ることを確かめる。

３－１情報樹造と経済厚生

それぞれケース１－Ⅳの情報構造に対する各業者の利潤と消費者の消

費者余剰を計算する。

[１］ケースＩ：小売り店もアパレルもメーカーもｅおよび§の実現値

を知らない

小売り店の利潤は

汀r＝pry-pay＝(α＋ｅ－βｙ－ｐａ)ｙ
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情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

である。小売り店はｃの実現値を知らないから，卸売り価格ｐａを所与

とする小売り店の利潤は，ｅについての期待値オペレーターをＥによ

って表すと，

(6)Ｅ汀r＝（α＋/α－βｙ－Ｐａ)ｙ

である。

このとき，小売り店の在庫量は，(6)式をｙについて最大にすること

により，

(7)ｙ＝(1/2β）（α＋ﾉａ－ｐａ） 

となるから，小売り店の期待利潤は

(8)Ｅ元r＝(1/4β）（α＋〆－pa)２

である。(7)式は，卸売り価格が与えられたときの効率的小売り在庫量を

表す，小売り店の反応関数である。

メーカーの利潤は

，ｒｍ＝PmZ-（γZ＋６＋§)Ｚ 

である。メーカーはどの実現値を知らないから，メーカー価格Ｐｍを所

与とするメーカーの期待利潤は，：についての期待値オペレーターをＥ

によって表すと，

(9)Ｅ汀、＝pmz-（γz＋６＋ソ)ｚ

である。

このとき，メーカーの供給量は，(9)式をｚについて最大にすることに

より，

(1ｏｚ＝(1/2γ）(Ｐｍ－６－ソ）

となるから，メーカーの期待利潤は

(ｌＤＥ汀、＝(1/4γ）(Ｐｍ－６－ｙ)２

である。⑩式は，メーカー価格が与えられたときの効率的供給量を表す，

メーカーの反応関数である。

アパレルの利潤は，

元ａ＝Ｐａｙ－ＰｍＺ
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である。アパレルはＥと§との実現値を知らないから，小売り店の反応

関数(7)式およびメーカーの反応関数(10式より，アパレルの期待利潤は

⑫Ｅ汀a＝(1/2β）（α＋ﾉｕ－Ｐａ)Pa-(1/2γ）(Ｐｍ－６－ソ)Ｐｍ

である｡アパレルは,在庫調整ルールｙ＝ｚの制約のもとで期待利潤を最

大にするように卸売り価格ｐａおよびメーカー価格Ｐｍを選択するから，

(ｌ３ｌ２ｐａ－ａ－ﾉα＝2ｐｍ－６－ｙ 

が得られる。小売り店の反応関数(7)式，メーカーの反応関数⑩式および

アパレルの在庫調整ルール

ｙ＝(1/2β）（α＋/z-pa)＝(1/2γ）(ｐｍ－６－ｙ）＝ｚ 

から卸売り価格とメーカー価格の関数を導出すると，

ｕｐｍ＝(γ／β）（α＋ﾉａ－ｐａ)＋６＋ソ

となる。(13式と⑭式から，卸売り価格

(15）ｐａ＝|(α＋ﾉα）（β＋2γ）＋βの＋ソ)I/2(β＋γ）

が】得られる。(15）式を(１４式に代入することにより，メーカー価格

(ｌ０Ｐｍ＝|γ（α＋ﾉα)＋(2β＋γ）（６＋ｙ)|/2(β＋γ） 

が得られ，(7)式に代入することにより，小売り在庫量はメーカー供給量

に等しく，

(17）ｙ＝（α＋浮一８－〃)/4(β＋γ)＝ｚ

が得られる。

こうして，小売り店の期待利潤は,(5)式に(10)式を代入することにより，

Ｅ元｢＝β（α＋ﾉα－６－〃)2/16(β＋γ)２

となる。アパレルの期待利潤は，(9)式に⑩式を代入することにより，

Ｅ元a＝(α＋ﾉａ－６－ｙ)2/8(β＋γ）

となる。アパレルの期待利潤は，(7)式に(11)式を代入することにより，

Ｅ汀、＝γ（α＋〆－８－ツ)2/16(β＋γ)２

となる。

このときの期待消費者余剰ＥＳは(1)式によって表される逆需要曲線と

小売り価格線によって囲まれる三角形の面積であるから，

6２ 



‘情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

ＥＳ＝(1/2)（α＋ｅ－ｐＪｙ－βy2/２ 

にｙの値を代入することにより求められる。実際，⑫式より期待消費

者余剰は

ＥＳ＝β（α＋ﾉａ－６－ソ)2/32(β＋γ)２

である。

[２］ケースⅡ：小売り店のみがこの実現値を知り，メーカーのみがど

の実現値を知っている

小売り店はＥの実現値を知っているから，期待利潤

Ｅ汀r＝Ｅ(α＋Ｓ－βｙ－ｐａ)ｙ

を最大にするように小売り在庫量ｙを決定する。このとき，小売り店

の効率的在庫量は，

('０ｙ＝(1/2β）（α＋Ｅ－ｐａ） 

であるから，小売り店の期待利潤は

⑲Ｅ元｢＝(1/4β）（α＋Ｅ－ｐａ)２

となる。(１０式は小売り店の反応関数である。

メーカーはどの実現値を知っているから，期待利潤

Ｅ汀、＝Pmz-（γz＋６十口ｚ

を最大にするように供給を決定する。このとき，メーカーの効率的供給

量は

(2ｏｚ＝(1/2γ）(ｐｍ－８－ｒ） 

となるから，メーカーの期待利潤は

(21）Ｅ汀、＝(1/4γ）(ｐｍ－６－ｌｒ)２

である。㈱式はメーカーの反応関数である。

アパレルはｅと§との実現値を知らないから，小売り店の反応関数(7)

式およびメーカーの反応関数00式を所与として,アパレルの期待利潤は，

(22）Ｅ元a＝(1/2β）（α＋/ａ－ｐａ)pa-(1/2γ）(ｐｍ－８－ソ)ｐｍ

となる。アパレルは，在庫調整ルールｙ＝ｚの制約のもとで期待利潤を

６３ 



最大にするように卸売り価格ｐａおよびメーカー価格ｐｍを選択するか

ら，

⑬２ｐａ－ａ－狸＝2ｐｍ－６－ソ

が得られる。小売り店の反応関数(7)式，メーカーの反応関数OCI式および

アパレルの在庫調整ルール

ｙ＝(1/2β）（α＋ﾉｕ－ｐａ)＝(1/2γ）(ｐｍ－６－ｐ）＝ｚ 

から卸売り価格とメーカー価格の関数を導出すると，

ＣＱｐｍ＝(γ／β）（α＋/ｕ－Ｐａ)＋６＋ソ

となる。㈱式と(24)式から，卸売り価格

(25）ｐａ＝|(α＋ﾉCＯ（β＋2γ)＋β（６＋ソ)}/2(β＋γ）

が得られ，㈱式を(24)式に代入することにより，メーカー価格

(26）ｐｍ＝け（α＋/α)＋(2β＋γ）（６＋リ)}/2(β＋γ）

が得られる。また，（25）式を(10式に代入することにより，小売り在庫量

(27）ｙ＝(α＋ﾉα－６－〃)/4(β＋γ)＋(ｅ－浬)/2β

が得られ，㈱式を(2Ｃｌ式に代入することにより，メーカー供給量

(2３ｚ＝（α＋/α－６－ソ)/4(β＋γ)－（ｌｒ－ｙ)/2γ

が得られる。ただし，期待小売り在庫量は期待メーカー供給量に等しく，

Ｅｙ＝(α＋狸－６－ソ)/4(β＋γ)＝Ｅｚ

である。

こうして，小売り店の期待利潤は,(19式に(27)式を代入することにより，

Ｅ汀『＝β（α＋/ｕ－６－ｙ)2/16(β＋γ)2＋ひ2/4β

となる。アパレルの期待利潤は，(9)式に(10式を代入することにより，

Ｅ元a＝(α＋ﾉａ－６－ｙ)2/8(β＋γ）

となる。メーカーの期待利潤は，(7)式に㈱式を代入することにより，

Ｅ元、＝γ（α＋/Ⅸ－６－〃)2/16(β＋γ)2＋「2/4γ

となる。

このときの期待消費者余剰ＥＳは，伽式から，

ＥＳ＝(1/2)（α＋Ｅ－ｐｒ)ｙ＝βy2/２ 

６４ 



情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

＝β（α＋解－６－〃)2/32(β＋γ)2＋び2/8β

である。

[３］ケースⅢ：アパレルのみがｅおよび§との実現値を知っている

小売り店はＥの実現値を知らないから，期待利潤

Ｅ元『＝Ｅ(α＋/α－βｙ－ｐａ)ｙ

を最大にするように小売り在庫量ｙを決定する。このとき，小売り店

の効率的在庫量は，

(2９ｙ＝(1/2β）（α＋坪一pa）

であるから，小売り店の期待利潤は

ＧＣＩＥ元｢＝(1/4β）（α＋ﾉａ－ｐａ)２

となる。(29式は小売り店の反応関数である。

メーカーはどの実現値を知らないから，期待利潤

Ｅ汀、＝PmZ-（γZ＋６＋：)Ｚ

を最大にするように供給を決定する。このとき，メーカーの効率的供給

量は

(３Ｄｚ＝(1/2γ）(ｐｍ－６－ソ）

となるから，メーカーの期待利潤は

(32）Ｅ汀、＝(1/4γ）(ｐｍ－６－ソ)２

である。(3D式はメーカーの反応関数である。

アパレルはＥおよび§の実現値を知っているが，小売り店がＥの実現

値を知りメーカーが§の実現値を知らないかぎり，実際の需要および費

用に正確に対応することはできないから，小売り店の反応関数㈱式およ

びメーカーの反応関数(3D式を所与として，アパレルの期待利潤は，

㈱Ｅ汀a＝(1/2β）（α＋/U-Pa)Pa-(1/2γ）(Ｐｍ－６－ソ)Ｐｍ

となる。アパレルは，在庫調整ルールｙ＝ｚの制約のもとで期待利潤を

最大にするように卸売り価格ｐａおよびメーカー価格ｐｍを選択するか

ら，
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例２Ｐａ－ａ－/(&＝2Ｐｍ－６－ｙ

が得られる。小売り店の反応関数(29式，メーカーの反応関数(3D式および

アパレルの在庫調整ルール

ｙ＝(1/2β）（α＋/U-Pa)＝(1/2γ）(Ｐｍ－６－ソ）＝Ｚ

から卸売り価格とメーカー価格の関係を導出すると，

(３，Ｐ､＝(γ／β）（α＋ﾉﾋﾞX-Pa)＋６＋ソ

となる。倒式と㈱式から，卸売り価格

㈹ｐａ＝|(α＋/α）（β＋２７)＋β（６＋ソ)|/2(β＋γ）

が得られ，㈱式を(35)式に代入することにより，メーカー価格

(37）ｐｍ＝け（α＋/α)＋(2β＋γ）（６＋ソ)|/2(β＋γ）

が得られる。また，㈱式を(29式および(31)式に代入することにより，小売

り在庫量はメーカー供給量に等しく，

㈱ｙ＝(α＋ﾉα－８－〃)/4(β＋γ)＝ｚ

が得られる。

こうして，小売り店の期待利潤は,(3（)式にCO式を代入することにより，

Ｅ汀『＝β（α＋煤－６－〃)2/16(β＋γ)２

となる。アパレルの期待利潤は，倒式に㈱式を代入することにより，

Ｅ元a＝(α＋ﾉａ－６－ソ)2/8(β＋γ）

となる。メーカーの期待利潤は，鋤式に(37)式を代入することにより，

Ｅ冗皿＝γ（α＋ﾉｕ－６－ｙ)2/16(β＋γ)２

となる。

このときの期待消費者余剰ＥＳは(1)式によって表される逆需要曲線と

小売り価格線によって囲まれる三角形の面積であるから，

ＥＳ＝(1/2)（α＋ｅ－ｐｒ)ｙ＝βy2/２ 

にｙの値を代入することにより求められる。実際，㈱式より期待消費

者余剰は

ＥＳ＝β（α＋〆－６－ｙ)2/32(β＋γ)２

である。

6６ 



,情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

[４］ケースⅣ：小売り店もアパレルもメーカーもＥおよびどの実現値

を知っている

小売り店はｓの実現値を知っているから，期待利潤

Ｅ汀｢＝Ｅ(α＋ｅ－βｙ－ｐａ)ｙ

を最大にするように小売り在庫量ｙを決定する。このとき，小売り店

の効率的在庫量は

Ｇ９Ｉｙ＝(1/2β）（α＋Ｅ－ｐａ） 

であるから，小売り店の期待利潤は

(4ＣＩＥ汀｢＝(1/4β）（α＋ｅ－ｐａ)２

となる。(39式は小売り店の反応関数である。

メーカーはどの実現値を知っているから，期待利潤

Ｅ汀、＝pmz-（γz＋６＋：)ｚ

を最大にするように供給を決定する。このとき，メーカーの効率的供給

量は

(41）ｚ＝(1/2γ）(ｐｍ－６－ｐ 

となるから，メーカーの期待利潤は

㈹Ｅ汀、＝(1/4γ）(ｐｍ－６－：)２

である。(4,式はメーカーの反応関数である。

アパレルはＥとどの実現値を知っているから，小売り店の反応関数(３９

式およびメーカーの反応関数(､)式より，アパレルの期待利潤は

卿Ｅ元a＝(1/2β）（α＋Ｓ－Ｐａ)Pa-(1/2γ）(Ｐｍ－６－と)Ｐｍ

である。アパレルは，在庫調整ルール

ｙ＝(1/2β）（α＋Ｅ－ｐａ)＝(1/2γ）(ｐｍ－６－ｐ＝ｚ 

の制約のもとで期待利潤を最大にするように卸売り価格ｐａおよびメー

カー価格ｐｍを選択するから，

“２Ｐａ－ａ－Ｅ＝2Ｐｍ－６－§ 

が得られる。小売り店の反応関数(39式，メーカーの反応関数側式および

アパレルの在庫調整ルール

6７ 



ｙ＝(1/2β）（α＋ｓ－ｐａ)＝(l/2γ）(ｐｍ－６－：）＝ｚ 

から卸売り価格とメーカー価格の関係を導出すると，

㈹Ｐｍ＝(γ／β）（α＋ｅ－ｐａ)＋６＋§

となる。幽式と⑮式から，卸売り価格

㈹ｐａ＝|(α＋Ｅ）（β＋2γ)＋β（６＋ｒ)}/2(β＋γ）

＝|(α＋浜）（β＋2γ)＋β（６＋ｙ)|/2(β＋γ）

＋に－ﾉＣｆ)－β｜(ｅ－浬)－（ど－ソ)}/2(β＋γ）

が得られ，㈱式を㈱式に代入することにより，メーカー価格

W）ｐｍ＝'７（α＋Ｅ）＋(2β＋γ）（６＋：)}/2(β＋γ） 

＝け（α＋/α)＋(2β＋γ）（８＋ｙ)}/2(β＋γ）

＋（Ｇ－ﾉα)＋γ｜(Ｅ－浬)－(ピーソ)|/2(β＋γ）

力鴻られろ。また，㈱式を倒式に代入すること，あるいは㈲式を(ｲﾛ)式に

代入することにより，小売り在庫量はメーカー供給量に等しく，

㈹ｙ＝z＝(α＋ｓ－６－ｒ)/4(β＋γ）

＝(α＋ﾉﾋﾞｆ－６－ｙ)/4(β＋γ） 

＋|(ｅ－ﾉ(2)－(ｌｒ－ｙ)}/4(β＋γ） 

が得られる。

こうして，小売り店の期待利潤は,㈱式に㈱式を代入することにより，

Ｅ,r『＝β（α＋Ｅ－６－：)2/16(β＋γ)２

＝β（α＋'－６＿ソ)2/16(β＋γ)２

＋β（。2＋で2)/16(β＋γ)２

となる。アパレルの期待利潤は，倒式に㈱式および(4811式を代入すること

により，

Ｅ汀a＝(α＋Ｅ－６－ｌｒ)2/8(β＋γ）

＝(α＋仰－８－ｙ)2/8(β＋γ)＋(ぴ2＋で2)/8(β＋γ）

となる。メーカーの期待利潤は，側式に㈱式を代入することにより，

Ｅ汀､＝７（α＋ｅ－６－と)2/16(β＋γ)２

＝γ（α＋ﾉα－６＿ソ)2/16(β＋γ)２

6８ 



，情報システム化と垂直統合：繊維産業のケース

＋γ（ぴ2＋で2)/16(β＋γ)２

となる。

このときの期待消費者余剰ＥＳは，㈱式から，

ＥＳ＝(1/2)（α＋ｅ－ｐｒ)ｙ＝βy2/２ 

＝β（α＋/ｃｚ－６－ソ)2/32(β＋γ)２

＋β（ぴ２＋で2)/32(β＋γ)２

である。

３－２分析結果

以上の結果を要約すると表２，表３，表４のようになる。ただし，

ワ，'よすべての業者がｅおよび§に関する情報をもたないケースを表し

ている。

表２卸売り価格，メーカー価格，小売り在庫量およびメーカー供給量

情報構造卸売り価格メーカー価格小売り在庫量メーカー供給量

ただし，

ｐａ(ワ,)＝|(α＋〆）（β＋2γ)＋β（６＋ソ)|/2(β＋γ）

Ｐ､(ワ,)＝け（α＋〆)＋(2β＋γ）（６＋ソ)|/2(β＋γ）

ｙ(７，)＝z(ワ,)＝(α＋浜－６－ソ)/4(β＋γ）

ａ＝（９－坪)－[β｜(ご－/u)－（：－ソ)}/2(β＋γ)］

ｂ＝化一ソ）＋[γ｜(ｅ－ﾉu)－（ｌｒ－ｙ)}/2(β＋γ)］

ｃ＝に－浬)/2β

ｄ＝f＝|(Ｅ－坪)－（：－ｙ)|/4(β＋γ）

ｅ＝に－ソ)/2γ

である。
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情報構造 卸売り価格 メーカー価格 小売り在庫量 メーカー供給量
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表３期待利潤

情報構造

ただし，

Ｅ汀｢(７，)＝β（α＋浜－６－ソ)2/16(β＋γ)２

Ｅ元a(ワ,)＝（α＋Ｊａ－６－ソ)2/8(β＋γ）

Ｅ元、(v1)＝γ（α＋ﾉﾋﾞｚ－６－ｙ)2/16(β＋γ)２

ａ＝び2/4β

ｂ＝β位２＋て2)/16(β＋γ)２

ｃ＝(ひ2＋で2)/8(β＋γ）

。＝Ｔ２/4γ

ｅ＝γ（ひ2＋で2)/16(β＋γ)２

である。

表４期待消費者余剰

ただし，ＥＳ(ワ,)＝β（α＋〆－６－ソ)2/32(β＋γ)２である。

これらの結果をまとめるとつぎの定理１が得られる。

定理ｌ：それぞれの業者の期待利潤と消費者余剰を情報構造の相違に

よって比較するとつぎのようになる。すなわち，

７０ 

情報構造 小売り店 アパレル メーカー

１２３４ ７７７７ ａＱ０ ＋＋ ｊｊｊＪ ７７７７ １１１くｒｒｒｒ 元元元元ＥＥＥＥ ｃ ＋ ｊｊｊｊ ７７７７ １ＩＩくａａａａ 冗冗冗冗ＥＥＥＥ ●０ｅ ＋＋ １１１１ １１１１ ７７７７ く１１く
ｍ 

ｍ 

ｍ、冗冗元元ＥＥＥＥ 

情報構造 期待消費者余剰

１２３４ ７７７７ 
ES(ワ

ES(ワ

ES(ワ

ES(ワ

１ 

１ 

１ 

１ 

） 

)＋ぴ
２ 

)＋β（ 

/8β 

び
２ 
＋『

２ 
)/32(β＋γ） 
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Ｅ汀r(７２)＞Ｅ汀｢(ワ4)＞Ｅ汀『(ワ3)＝Ｅ元｢(ワ,）

Ｅ元a(ワ4)＞Ｅ７ｒａ(ワ3)＝Ｅ汀a(ワ2)＝Ｅ元a(ワ1）

Ｅ汀、(７２)＞Ｅ汀、(７４)＞Ｅ汀、(ワ3)＝Ｅ汀、(ワl）

ＥＳ(ワ2)＞ES(ワ4)＞ES(ワ3)＝ES(ワl）

である。

それぞれの業者の利潤および消費者余剰は，需要変動Ｅおよび費用変

動ｒに関する`情報がないケースＩより情報があるケースⅡ～Ⅳの方が大

きいか，少なくとも同じである。これは，当然のことであるが，それぞ

れの業者は`情報システム化により需要および費用の変動に関する正確な

情報が得られ，生産計画について正確な判断を下せるからである。

すべての業者についてケースⅣの期待利潤がケースⅢの期待利潤より

大きいことから，アパレルのみがＥおよびどの実現値を知っているとき

には，小売り店およびメーカーにｅおよびどの実現値を`情報提供するこ

とによりすべての業者の期待利潤が増大するから，垂直統合の誘因が存

在することがわかる。

ただし，小売り店およびメーカーについてはケースⅡの期待利潤がケ

ースⅣの期待利潤より大きいことから，‘情報システム化により小売り店

のみがＥの実現値を知っておりメーカーのみがどの実現値を知っている

ときには，小売り店およびメーカーはＥやどの情報を共有しない方が期

待利潤が大きくなるから，‘情報システム化により情報を共有する誘因を

もたない。ところが，実際にはアパレルが取り引きする小売り店やメー

カーはたくさん存在し，個別の小売り店やメーカーは独自の需要条件や

独自の費用条件を知っているだけであり，市場全体の需要情報や費用`情

報は多数の小売り店やメーカーと取り引きしているアパレルのみが知り

うることになるから，ケースⅡが生じる可能性は小さい。
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４垂直統合と経済厚生

第３節において，産業の情報システム化により垂直統合の誘因が働く

ことを指摘した。この節においては，実際にそれぞれの業者が垂直統合

きれたときの効果について分析する｡産業が統合されていない状態をＮ，

垂直統合されている状態をＩによって表す。

４－１垂直統合の効果，

垂直統合きれた企業の逆需要関数は

(49Ｉｐ－α＋Ｅ－βｙ 

であり，費用関数は

ｃ(y)＝(γｙ＋６＋：)ｙ 

であるから，期待利潤は

15(ＩＥｎ＝pry-pay＋Pay-Pmy＋pmy-C(y)＝py-C(y） 

＝（α＋９－βy)ｙ－(γｙ＋６＋：)ｙ 

である。この企業は期待利潤を最大にするように製品の供給を決定する

から，

151）ｙ＝（α＋Ｅ－６－ｒ)/2(β＋γ） 

が得られる。このとき，（３０式を倒式に代入することにより，供給価格は

⑰ｐ＝|(α＋ｅ）（β＋2γ)＋β（６＋：)|/2(β＋γ） 

となる。したがって，側式と幽式を㈹式に代入することにより，期待利

潤は

ＥⅡ(1)＝E(py-c(y))＝Ｅ[(α＋Ｅ－６－ｐ２/4(β＋γ） 

＝Ｅ[|α＋〆－６－ツ＋（ｅ－ﾉα)－(ピーッ)}2/4(β＋γ)］

＝(α＋/α￣６￣ソ)2/4(β＋γ)＋(び2＋で2)/4(β＋γ）．

＞3(α＋座－６－〃)2/16(β＋γ）

＝元｢＋元a＋元、＝Ⅲ(N）

となる。
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このときの期待消費者余剰は，㈱式から，

ＥＳ(1)＝βy2/２ 

＝β（α＋ﾉｕ－６－ｙ）2/32(β＋γ)2＋β（ぴ2＋で2)/8(β＋γ)２

＞β（α＋/α－６－ｙ）2/32(β＋γ)2＝ES(N） 

である。

こうして，垂直統合により統合された企業の期待利潤および期待消費

者余剰が増大することがわかる。

定理２：小売り店，アパレルおよびメーカーが統合され，需要および

費用の変動に関する情報を共有して利潤を最大にするように行動すると

き，統合された企業の期待利潤および期待消費者余剰はどの情報構造に

対する期待利潤および期待消費者余剰より大きい。

このように垂直統合により経済厚生が増大するのは，統合きれていな

いときと比較して，期待小売り価格が低く，期待小売り在庫量が大きい

からである。実際，統合されていないときの製品の期待在庫量Ｅｙ(N）

および統合きれたときの製品の期待在庫量Ｅｙ(I)は，

Ｅｙ(N)＝β（α＋/Ｌ－６－ソ)/4(β＋γ）

＜β（α＋ﾉａ－６－ソ)/2(β＋γ）＝Ey(1)

であり，統合されていないときの期待小売り価格Ｅｐ(N)および統合さ

れたときの期待小売り価格ＥＰ(I)は，

Ｅｐ(N)＝α＋/α－β（α＋ﾉａ－６－ソ)/4(β＋γ）

＞α＋ﾉｕ－β（α＋ﾉａ－６－ｙ)/2(β＋γ）＝Ep(1) 

である。したがって，垂直統合されたことにより，供給量が増大し，小

売り価格が下落することがわかる9)。

こうして，，情報システム化による垂直統合の経済効果は，情報システ

ム化により正確な`情報に基づいて生産すると同時に，それぞれの業者に

よって独自に行われていた独占的意思決定の連鎖を解消することにより
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効率的な生産を実行できることにある。

４－２数値例

垂直統合による経済効果をより明確に理解するために単純な数値例を

あげることにする。α＋〆＝１７，６＋'ノー１，β＝γ＝1のとき，統合き

れていないときの小売り価格，卸売り価格，メーカー価格および小売り

在庫量は

ｐ｢(N)＝|(α＋ﾉα)(3β＋4γ)＋βの＋ソ)|/4(β＋γ)＝ｌ５

Ｐｍ(N)＝|(α＋/U)（β＋2γ)＋βの＋ソ)}/2(β＋γ)＝ｌ３

Ｐｍ(N)＝｜γ（α＋〆)＋(2β＋γ）（６＋ｙ)|/2(β＋γ)＝５

ｙ(N)＝z(N)＝（α＋ﾉｃｚ－８－ｙ)/4(β＋γ)＝２ 

であり，垂直統合きれているときの価格および小売り在庫量は

Ｅｐ(1)＝|(α＋ﾉα）（β＋２γ)＋β（６＋ｙ)|/2(β＋γ)＝１３ 

Ｅｙ(1)＝Ez(1)＝(α＋〆－６－ｙ)/2(β＋γ)＝４

である。したがって，垂直統合きれていないときの産業の経済厚生は

Ｅ汀r(N)＝β（α＋ﾉａ－６－ｙ)2/16(β＋γ)2＝４

Ｅ元a(N)＝（α＋〆－６－ｙ)2/8(β＋γ)＝１６

Ｅ元、(N)＝γ（α＋〆－６－１ﾉ)2/16(β＋γ)2＝４

ＥＳ(N)＝βｙ(N)2/2＝２ 

であり，垂直統合きれているときの産業の経済厚生は

ＥⅡ(1)＝（α＋/Ｌ－６－ｙ)2/4(β＋γ)＝３２ 

ＥＳ(1)＝βｙ(1)2/2＝８ 

である。

５結びにかえて

繊維産業の生産・供給システムは，需要と費用の不確実な変動による

リスクを川上・川中・川下の生産段階が在庫を保有することにより分担
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図２／産業経済のシュタツケルベルグ均衡’
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図３垂直統合された企業の独占均衡
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し，それらが独自の意思決定を行うということに特徴があった。ところ

が，情報システム化によって不確実`性が解消きれることにより，繊維産

業は川中を中心として垂直統合が試みられている。われわれは，こうし

た情報システム化によって繊維産業が垂直統合きれる誘因があることを

確認した。しかし，本稿の結論はさまざまな単純化に基づいている。

本稿においては，,情報システム化を需要および費用の変動の正確な`情

報を獲得することであると考えたが，実際の繊維産業の情報システム化

は生産体制を整備することにある。このとき，生産体制の整備は民間の

生産者の私的な投資によって達成されると考えるのか，社会的共通資本

の整備のように公的な形で達成きれると考えるのかによって経済効果は

異なる。また，本稿の結論は情報システム化を補助する人材育成を実現

するための問題点を無視することによって得られた。ざらに，本稿にお

ける繊維産業のモデルは価格調整によるシュタッケルベルク均衡として

定式化きれている。情報システム化による産業構造の変化を分析するな

らばもちろんこれらの観点を考慮すべきであるが，それは今後の課題と

したい。

注

＊本稿は文部省科学研究費重点領域研究「情報社会と人間」における研究

果の－部である。筆者は「情報社会と人間」第４群の合同研究会の参加メ

ンバー諸氏から有益なコメントをいただいた。ここに記して感謝したい。

もちろんありうべき誤謬は筆者のみに帰せられる。

１）繊維産業における情報化の現状については繊維産業情報システム化推

進協議会情報システム化部会の報告書（1992）が詳しい。

２）垂直統合についてはTirole（1988,Ｃｈａｐ４）あるいはPerry（1991）

を参照されたい。

３）不確実性のもとでの垂直統合の理論にはCarlton(1979)，Perry(1982,

1984）などがある。

４）本稿においては価格調整に基づくモデルを用いて分析しているが，実

際の取引においては数量調整が行われているように見える。たとえば，ア
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バレルが個別のメーカーに注文を出すケースにおいてはまずアパレルがメ

ーカーに数量を指示して，つぎにメーカーが提示するメーカー価格に基づ

いてアパレルが行動するように思われる。ところが，このようなケースに

おいても価格調整が働いていると考えられる。アパレルは複数のメーカー

と取り引きしており，アパレルにとってはメーカー価格が低いほどよいが，

メーカー価格が高いほど採算のとれるメーカーが多く，メーカー価格が低

いほど採算のとれるメーカーが少ない。このとき，アパレルは必要な数量

を得るためのメーカー価格で採算のとれるメーカーと取り引きするから結

果的に価格の調整により数量が決定されていることになる。

5）アパレルの在庫調整についてどのようなルールに基づいて分析を進め

るかは，窓意的であり，本稿の結論とはあまり関係ない。そこで，ここで

は在庫を出ざないという在庫調整ルールに基づいて分析する。

6）産業構造から，メーカーは需要変動Ｅについてのメーカーの情報とは

独立に，アパレルが指定するメーカー価格に対して反応するから，需要変

動ｃについてのメーカーの情報は重要ではない。同じように，費用変動ビ

についての小売り店の情報は重要ではない。したがって，本質的なのはそ

れぞれの４つのケース

ｅ：［０，０，.］，［１，０，.］，［０，１，．］，［１，１，．］ 

：：［・’０，０]，［・’０，１]，［・’１，０]，［・’１，１］

である。そこで，可能性は4×4＝16通りであるが，ここでは対称的なケー

スを考えることにすると，表１のケースになる。

7）アパレルや小売り店が危険中立的であるという仮定は分析を容易にす

るためである。産業が情報システム化されていないときに，不確実な需要

変動に対応するために各生産段階が危険分担をすることを示すためには，

それぞれの生産段階は危険回避的でなければならない（丸山，1988，第３

章)。

8）ここでの分析法は酒井（1990)，丸山（1988）に多くを負っている。

9）垂直統合による価格の変化は，必ずしも自明ではかい。垂直統合に伴

う価格変化の分析については，Vernon＆Graham（1971)，Schmalensee

（1973)，Warren-Boulton（1974)，MaUela＆Nahata（1980）などの一連

の研究があり，それらの結果はQuirmbach（1986）によって整理されて

いる。
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